
平成２８年３月３１日現在

（１）利用者支援事業

単位：か所

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

平成３０年度 平成３１年度

子ども・子育て支援事業計画（地域子ども・子育て支援事業）の実施状況

3
確保提供量
(市全域合計)

④
3

量の
見込み

市全域
(合計)①

市全域
(合計)②

確保
提供量

平成２７年度 平成２８年度

本市の
事業名

項目 区域

3

平成２９年度

3

3 3

0

1 1 1

1 1

1

1

3 3

3 3 3 3

④－③

0 0

配置か所数
(市全域合計)

③
3

1 1緑区

中央区

実績

南区

1 1

0 0②－①

0

予算現額（千円）

決算額（千円）

29,237

22,761

1 1

1 1

国の緊急対策に基づき、夜間・休日の時間外相
談を実施するなど、利用者の視点に立った機能
強化を検討するため、本事業を更に発展させる
見込みである。

任用された保育専門相談員は再任用職員、非
常勤職員、派遣職員合計で述べ人数で１４名で
あった。受け付けた相談件数は窓口と電話を合
計して一年間で37,563件、相談支援・案内実施
率は100％であり待機児童解消に大いに貢献し
た。

所管課保育専門相談事業 保育課

19,541

＜参考＞

3

0

29,698

平成２６年度

1



（２）地域子育て支援拠点事業

単位：延べ人数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

105,587

決算額（千円） 107,837 103,832

予算現額（千円） 108,335

14か所

④－③ 0

実施箇所 B 14か所

0

確保
提供量

実施箇所 A 16か所 20か所 26か所

市全域
②

60,000 89,175 118,350

②－① △ 17,467 △ 12,756 △ 8,045

利用延べ人数
(市全域合計)

③
52,381

本市の
事業名

平成３１年度 平成２６年度

量の
見込み

市全域
①

77,467 101,931 126,395 150,859 175,323

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

53,514

32か所 38か所

53,514

△ 3,334

＜参考＞

平成３０年度

176,700

1,377

147,525

保育所等の新設による定員拡充や就学前児童
数の減少等により、家庭で保育される児童が減
少していることもあり、利用者数は減少傾向に
あるが、地域の子育て家庭に対するきめ細かな
支援を行うため、引き続き現状の体制を維持す
るとともに、こどもセンターでの地域子育て支援
拠点事業への移行の推進を図り、実施場所の
確保に努める。

商業施設の空きスペースやビルの一室等を利
用した４か所と保育所10か所の計14か所で実
施した。
計画では平成27年度に新たな実施場所を確保
し16か所とする予定であったが、確保すること
ができなかった。

地域子育て支援拠点事業 所管課 こども青少年課、こども施設課、保育課

△ 2か所

実績

B-A

確保提供量
(市全域合計)

④
52,381
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（３）妊婦健康診査

単位：延べ回数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等
必要な時期に必要な検査を受診できるよう、高
額助成券に使用期限を設けている。特に経済
的負担の大きい初期検査時から助成を受けら
れるよう、今後もより早期の妊娠届出を促して
いく。

平成28年1月に制度改正を行い、補助限度額
64,000円を90,000円に、補助限度回数14回を16
回に、高額助成回数も2回を3回に拡充し、今ま
で以上に安心して妊娠出産期を迎えられる体
制を整えた。

予算現額（千円） 359,955

決算額（千円） 346,378

333,658

331,623

実績

対象延べ回数
(市全域合計)

③
67,842

確保提供量
(市全域合計)

④
67,842

0

確保
提供量

市全域
②

77,224 76,216 75,208

②－① 0 0 0

本市の
事業名

平成３０年度 平成３１年度

量の
見込み

市全域
①

77,224 76,216 75,208 73,108 71,890

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

所管課妊婦健康診査 健康企画課

69,421

＜参考＞

平成２６年度

0④－③

71,890

0 0

73,108

69,421
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（４）乳児家庭全戸訪問事業

単位：人

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等
面会・連絡がとれない家庭に対しては、今後も
連絡方法等を工夫して状況確認を図り、育児支
援を行っていくとともに、導入した3つの質問票
を活用してより充実した支援方法の検討を行
う。

5,277
確保提供量
(市全域合計)

④
5,244

20,981

予算現額（千円） 21,736

決算額（千円） 21,535

訪問率 95.2%

100.0% 100.0%

実績

対象人数
(市全域合計)

③
5,507

④－③

確保
提供量

訪問率 100.0% 100.0% 100.0%

△ 263

5,135

②－① 0 0 0 0 0

市全域
②

5,516 5,444 5,372 5,222

平成３１年度

量の
見込み

市全域
①

5,516 5,444 5,372 5,222 5,135

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

面会できなかった家庭や連絡が取れない家庭
に対しては、その後の４か月児健診や夜間訪問
等を通し、全ての乳児の状況を把握した。また、
保護者の産後うつや育児不安を早期に把握す
るため、育児支援チェックリストなど３種類の質
問票を平成２７年度より取り入れ育児支援の充
実を図った。

所管課こんにちは赤ちゃん事業
健康企画課、緑保健センター、
中央保健センター、南保健センター

5,702

△ 425

92.5%

21,611

＜参考＞

平成２６年度

本市の
事業名

平成３０年度
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（５）養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

①養育支援訪問事業

単位：延べ回数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

②子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

確保提供量
(市全域合計)

④
326実績

平成２８年度

予算現額
（千円）

平成２９年度

所管課

対象延べ回数
(市全域合計)

③
326

④－③

予算現額（千円） 3,757

本市の
事業名

平成３０年度 平成３１年度

量の見
込み

市全域
①

256 266 277 288 300

所管課養育支援家庭訪問事業
緑こども家庭相談課、中央こども家庭相談課、
南こども家庭相談課

＜参考＞

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

確保提
供量

市全域
②

平成２６年度

300

0

256 266 277

②－① 0 0 0 0

288

298

2,857

298

0

3,515

平成２６年度平成３１年度平成３０年度

こども青少年課、緑こども家庭相談課、
中央こども家庭相談課、南こども家庭相談課

ケースの現状を捉えて、育児支援の有効な活用を実
行し、さらに児童虐待防止に役立てる。特に特定妊
婦に関わる在宅支援に積極的に導入していく。

育児支援家庭訪問相談員による育児指導や、育児
家事援助訪問員による育児・家事援助を実施した。
各課に実施状況の差はあるものの養育困難家庭へ
の導入を積極的に進めた。

0

要保護児童等に関する問題について適切に対
応するとともに、早期発見及び適切な保護のた
めの連携を図っていく。

要保護児童対策地域協議会の会議である代表者
会議、実務者会議、ケース会議を以下の通り開催
し、要保護児童、要支援児童、特定妊婦の支援
や、要保護児童対策を実施した。
・代表者会議　2回
・実務者会議
　7月　3回（各区1回）　ケース数　　1,733人
　2月　3回（各区1回）　ケース数　　1,724人
・ケース会議　433回

決算額（千円） 2,960

2,554

＜参考＞

3,702

本市の
事業名

3,290

決算額
（千円）

3,441

項目 平成２７年度

要保護児童対策地域協議会
の運営
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（６）子育て短期支援事業

単位：延べ人数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等
平成２８年度より、新たに児童養護施設におい
て入所定員内で本事業の実施ができるよう体
制を整える。

18歳までの児童を対象に、市内乳児院、児童
養護施設、母子生活支援施設の3施設で実施
し、利用を希望する全ての世帯へ事業を提供す
ることができた。
【平成２７年度利用実績】
乳児院　延べ125人
児童養護施設　延べ131人
母子生活支援施設　延べ135人

予算現額（千円） 7,641

決算額（千円） 7,351

7,685

7,107

実績

対象延べ人数
(市全域合計)

③
391

確保提供量
(市全域合計)

④
1,800

1,409

確保
提供量

市全域
②

1,800 1,800 1,800

②－① 1,420 1,340 1,260

本市の
事業名

平成３０年度 平成３１年度

量の
見込み

市全域
①

380 460 540 620 700

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

所管課 こども青少年課ショートステイ事業

317

＜参考＞

平成２６年度

1,483④－③

1,800

1,180 1,100

1,800

1,800
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（７）子育て援助活動支援事業

単位：延べ人数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

確保提供量
(市全域合計)

④
9,657

決算額（千円） 11,457

予算現額（千円） 12,131

0

確保
提供量

市全域
②

9,183 9,945 10,707

②－① 0 0 0

本市の
事業名

平成３０年度 平成３１年度

量の
見込み

市全域
①

9,183 9,945 10,707 11,469 12,230

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

所管課

④－③

＜参考＞

平成２６年度

12,230

0 0

11,469

8,662

こども青少年課ファミリー・サポート・センター事業

利用者の利便性の向上に向け、対象年齢の拡
充などの検討を行うとともに、援助会員が不足
している地域（橋本地区・大野南地区・大野中
地区など）もあることから、更なる会員増を図る
必要がある。
平成28年7月に利用会員に対して行ったアン
ケートにおいて、約６割の方が満足しているとの
ことであったが、さらなる充実に努めていく。

会員のさらなる確保に向け、新たに自治会や病
院等への周知や重点地域への出張説明会など
を実施した。会員が増加したことにより、活動件
数も増加した。
・会員数　 1,434人（援助会員642人、利用会員
772人、両方会員20人）　対前年度比60人増
・活動実績　9,657件　対前年度比1,035件増

8,662

0

11,928

11,928

実績

対象延べ人数
(市全域合計)

③
9,657
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（８）一時預かり事業
【幼稚園在園児対象の預かり保育】

単位：延べ人数/年

※２６年度実績については、私学助成制度の預かり保育実績からの推計値

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

決算額（千円） 18,316

新制度移行園の増加に伴い、実施施設の増加
が見込まれる。

これまで幼稚園預かり保育を利用していたもの
が、認定こども園の保育を利用したため、見込
みよりも減少した。
また、子ども・子育て支援新制度の移行判断の
時期に制度について不明瞭な点があったため、
新制度への移行を見送った園が増加したことも
原因と思われる。

確保
提供量

0

予算現額（千円） 18,819

④－③ 72,269

実績

対象延べ人数
(市全域合計)

③
44,614 203,112

確保提供量
(市全域合計)

④

市全域
(合計)②

210,995

116,883 203,112

②－① 0 0 0 0 0

平成２９年度 平成３０年度

所管課預かり保育

89,853 91,889

南区 84,434 86,328 87,930 89,317 90,541

中央区 82,572 85,257 87,659

緑区 43,989 44,941 45,733 46,412 47,007

保育課

229,437216,526 221,322 225,582

本市の
事業名

＜参考＞

平成３１年度 平成２６年度

量の
見込み

市全域
(合計)①

210,995 216,526 221,322 225,582 229,437

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度

8



【預かり保育以外】

単位：延べ人数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

38,459決算額（千円） 35,845

予算現額（千円） 52,623 52,518

④－③ 0

31,870 33,439実績

対象延べ人数
(市全域合計)

③
31,870 33,439

確保提供量
(市全域合計)

④

②－① 0 0 0 0 0

0

確保
提供量

市全域
②

35,343 40,391 45,439 50,487 55,535

量の
見込み

市全域
①

35,343 40,391 45,439 50,487

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成２６年度

55,535

本市の
事業名

＜参考＞

所管課 こども青少年課、保育課
一時保育事業
ファミリー・サポート・センター事業

一時保育の利用者数は減少傾向にあるが、一
時保育のニーズに対応するため引き続き新規
開設園を中心として実施施設の拡充を図る。ま
た、ファミリーサポートセンターについては、対
象年齢の拡充を検討し、利用会員の利便性の
向上を図る。

保育所や小規模保育事業所等の新規開設に
伴い事業の実施施設は増加しているが、利用
者数は減少傾向にある。就学前児童数の減少
や、保育所等の入所要件が緩和され、これまで
一時保育を利用していた児童が保育所等を利
用できることになったことなどが原因と思われ
る。また、ファミリーサポートセンターの未就学
児童においては、保育所等への迎えなどが増
加したことにより、利用者は増えている。

9



（９）延長保育事業

単位：延べ人数/月

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

13,798

④－③ 0

確保提供量
(市全域合計)

④
14,477

予算現額（千円） 199,700

決算額（千円） 185,020

実績

対象延べ人数
(市全域合計)

③

0

6,386 6,635

3,730

0

3,591 3,661

14,477

確保
提供量

中央区 5,392

13,015

2,650

12,635
市全域
(合計)②

11,244 11,763 12,220

緑区 2,400 2,463 2,525 2,588

5,778 6,104

②－① 0 0 0

南区 3,452 3,522

本市の
事業名

平成３０年度 平成３１年度

量の
見込み

市全域
(合計)①

11,244 11,763 12,220 12,635 13,015

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

所管課 保育課延長保育事業

延長保育のニーズに対応するため、引き続き新
規開設園を中心として実施施設の拡充を図る。

保育所や小規模保育事業所等の新規開設によ
る事業の実施施設及び入所児童の増加に伴
い、利用実績も伸長している。

158,784

158,783

13,798

0

＜参考＞

平成２６年度

10



（10）病児保育事業

単位：延べ人数/年

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

5,408

④－③ 3,473

予算現額（千円） 43,627

決算額（千円） 41,781

実績

対象延べ人数
(市全域合計)

③
1,935

確保提供量
(市全域合計)

④
5,408

6,968

②－① 2,746 3,444 2,582 1,720 855

6,968
確保
提供量

市全域
②

5,408 6,968 6,968

平成３１年度

量の
見込み

市全域
①

2,662 3,524 4,386 5,248 6,113

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

所管課 保育課病児・病後児保育事業

平成27年度に実施した市民アンケートにより、
事業を知らないと言う回答が多かったことや、
施設の利用率が約４割にとどまっていることな
どから、事業者と連携して更なる事業周知に努
める必要がある。

前年度に引き続き市内３施設で実施し、利用者
は年々増加しており、平成27年度の延べ利用
者数は対前年比126人増の1,935人となった。

1,809

3,599

41,796

39,915

＜参考＞

平成２６年度

本市の
事業名

平成３０年度

11



（11）放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）

単位：人

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

※平成２７年５月１日現在の数値を基に算出
※「量の見込み」については高学年を含んでいるが、平成２７年度の公立児童クラブについては３年生までの受
入れ（支援が必要な児童の場合は６年生まで）。

予算現額（千円） 1,145,504

決算額（千円） 1,044,381

④－③ △ 279

入会者数
(市全域
合計)④

5,210
実績

申請者数
(市全域
合計)③

5,489

7,817

②－① △ 1,587 △ 1,205 △ 816 △ 390 0

7,225
確保
提供量

市全域
②

5,395 6,005 6,615

平成３０年度 平成３１年度

量の
見込み

市全域
①

6,982 7,210 7,431 7,615 7,817

項目 区域 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

所管課 こども施設課
放課後児童健全育成事業
（児童クラブ）

「放課後子ども総合プラン」に基づき学校施設
への整備を推進するほか、公共施設等の活用
により定員増を図っていく。民間児童クラブに対
して、その支援の充実や新規参入しやすい仕組
みを検討していく。また、対象年齢の拡大につ
いては、引き続き検討を行っていく。

平成２７年度の公立児童クラブについては、平
成２６年度と比較し、２００人の定員増となった。
年度の途中においても５０人の定員増を図った
ほか、平成２８年度に向けて施設整備や改修を
行った。また、民間児童クラブについては届出
が６施設増となった。

4,984

△ 199

837,503

973,871

＜参考＞

平成２６年度

4,785

本市の
事業名
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

平成２７年度の実施状況 今後の課題・方向性等

所管課 保育課実費徴収補足給付事業

＜参考＞

本市の
事業名

平成２７年度 平成２８年度項目

予算現額
（千円）

子ども・子育て支援新制度における施設型
給付費又は地域型保育給付費の支給対
象施設を利用する児童の保護者で、生活
保護受給世帯に該当する者を対象に、平
成２８年度より事業を実施する。

平成２８年度からの事業実施に向け、制度設
計、庁内調整、事業者への周知等を行った。

決算額
（千円）

0

0

平成２６年度

0

0

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

本市の
事業名

新規参入施設等巡回支援事業 所管課 保育課

＜参考＞

平成３１年度 平成２６年度

予算現額
（千円）

7,860 0

項目 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

0

巡回支援員として保育士３名（うち２名は園
長経験のある再任用）を配置し、新規開設園
を中心に、児童の年齢や発達に応じた保育
の実施、衛生面や事故防止に配慮した環境
づくりなど保育の質の確保に向けた指導・助
言を実施。
【H27実績　　巡回実施施設：３１施設　延べ
巡回回数：１８９回】

対象施設数が増加していることから、巡回
支援員の増員など実施体制の充実を図り
つつ、引き続き保育の質の確保・向上に向
けた指導・助言を行う。

決算額
（千円）

7,860
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